
７ 概算保険料の延納（分割納付） 

納付すべき概算保険料の額が 40万円（労災保険または雇用保険のいずれか一方の保

険関係のみが成立している事業については 20万円）以上の場合、または労働保険事務

組合に事務委託している場合には、申請により延納することができます。 

延納する場合の納付期限は次のとおりです。 

第 1 期分…… 7月 10日 第 2期分……10 月 31日 第 3 期分…… 1月 31 日 

※ 納付期限が土曜日にあたる場合はその翌々日、日曜日、祝日にあたる場合はその

翌日となります。 

新たに保険関係が成立した場合の延納回数、有期事業の場合の延納等、その他詳細

につきましては、管轄の労働基準監督署にお問い合わせください。 
 

８ 保険料の負担 

（1）被保険者の負担 

事業主が被保険者から保険料を控除する場合は、被保険者の賃金総額に 71 ページ

の雇用保険率（労働者の負担分）を乗じた額を控除してください。 

なお、計算した被保険者負担額に１円未満の端数が生じたときは、その端数の取扱

いは次のとおりになります。 

① 被保険者負担分を賃金から源泉控除する場合、被保険者負担分の端数が 50銭以

下の場合は切り捨て、50 銭１厘以上の場合は切り上げとなります。 

② 被保険者負担分を被保険者が事業主へ現金で支払う場合、被保険者負担分の端

数が 50銭未満の場合は切り捨て、50 銭以上の場合は切り上げとなります。 

③ 慣習的な取扱い等の特約がある場合には、この限りではありません。 

（2）事業主の負担 

申告納付額から被保険者負担分の合計額を引いた残りを事業主が負担することと

なります。なお、日雇労働被保険者を雇用した場合の負担については93ページ〜を

参照してください。 

 

９ 追徴金等の賦課 

保険料を定められた期日までに申告・納付しないときは、政府において保険料の認定

決定を行い、追徴金及び延滞金が賦課されるほか、財産差押え等を行うこともあります

ので、保険料は必ず所定期限内に正確に申告納付してください。 
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